
ガバナンス・コードの実施項目ごとの遵守状況について、下記のとおり点検いたしました。
評価は以下の通りです。
C：実施項目により遵守している。
E：実施項目以外の方策等により遵守している。
これらの結果を取りまとめ、大学運営会議・幹部会にて点検結果の審議・確認をおこなっています。

基本原則 1.　自律性の確保

◎　遵守原則 

1-1

〇　重点事項

1-1

●　実施項目1-1　

1-1-① C

1-1-② C

1-1-③ C

1-1-④ E

1-1-⑤ C

1-1-⑥ C

1-1-⑦ E

1-1-⑧ E

中長期計画の策定に際し、財政面の担保が不可欠である
ことを踏まえ、現実的かつ具体的な資金計画、収支計画を
精微化する。

中期計画に、施設整備を含め財政運営について記載すると
ともに、中期財政計画について理事会・評議員会にて確認
しています。

中長期計画において、実施スケジュールを含む具体のアク
ションプランを明確にする。

中期計画の項目に連動させた事業計画策定により、年度
ごとの目標設定を行っています。また、中期計画の中間評価
を行い、その結果を事業計画に反映しています。

中長期計画に係る策定管理者（政策管理者）と執行管
理者を明確にする。

寄附行為および寄附行為細則に規定されている通り、策定
管理は理事長、執行管理は学長となりますが、事務局長
以下各部局責任者が教職協働により項目ごとに執行管理
を行います。

中長期計画に教学、人事、施設及び財務等に関する事項
を盛り込む。

中期計画に、教学、人事、施設及び財務に関する事項が
含まれます。

中長期計画において、理事長をはじめ政策を策定、管理す
る人材の育成、登用の方針を盛り込む。

理事の選任にあたっては、寄附行為および関連規程に基づ
き、学長、校長をはじめとする行政者、評議員の互選による
もの、学識経験者から選任されたものとバランスよく選任して
います。

中長期計画の内容について、その適法性、倫理性を考慮す
るとともに、顕在的リスクのみならず潜在的リスクについても識
別・評価する。

計画作成時に教職員に広く意見を求め、内容確認の上、
理事会・評議員会にて審議・承認されたいます。

中長期計画の策定に際し、直前の中長期計画及び他の計
画との関連性を明らかにする。

直前の中期計画を踏まえて現行（2021年度～2025年
度）の中期計画を策定し、年度ごとの事業計画では中期
計画と連動して作成しています。

会員法人は、私立大学として多様な教育研究活動を実現するため、それぞれの寄附行為、建学等の基本理念
に沿って、自主性、独立性を確保すると同時に、自律的に学校法人を運営する必要がある。

会員法人は、学生、保護者、卒業生のみならず、広く社会に依存するステークホルダーに対し、教育研
究目的を明確に示し、理解を得る必要がある。

会員法人は、事業に関する中期的な計画（以下「中長期計画」という）等の策定を通じて、さらなる
ガバナンス機能の向上を目指し続ける。

中長期計画の策定にあたり、教学関連及び経営関連項目
ごとに素案の策定主体、計画期間、意見聴取方法及び意
見の反映方法をあらかじめ決定する。

現行中期計画（2021～2025年度）は、広く学内に意
見を募り、教学を学長、財務を財務理事管轄として計画さ
れ、理事会・評議員会にて審議・承認されました。



基本原則 1.　自律性の確保

会員法人は、私立大学として多様な教育研究活動を実現するため、それぞれの寄附行為、建学等の基本理念
に沿って、自主性、独立性を確保すると同時に、自律的に学校法人を運営する必要がある。

1-1-⑨ C

1-1-⑩ E

1-1-⑪ C

1-1-⑫ C

1-1-⑬ C

遵守原則1-1　遵守状況　「遵守している」

外部環境の変化等により、中長期計画の変更が必要となっ
た場合、速やかに修正を行える体制を構築する。

策定時の承認ルート同様に、検討・審議・承認できる体制
は構築されています。

中長期計画の期間中及び期間終了後に、進捗状況及び
実施結果を法人内外に公表する。 期間中は事業報告により実施結果を公開いたします。

中長期計画の最終決定は、十分な説明、資料に基づき、
会議体等の合議により行う。

教職員から幅広く意見を募り、幹部会・理事会・評議員会
の承認を得ています。

中長期計画において、測定可能な指標や基準に基づく達
成目標、行動目標を提示し、適宜、データやエビデンスに基
づいて中長期計画進捗管理を行う。

中期計画の項目に連動させた事業計画策定により、年度
ごとに目標を設定し、中期計画の進捗管理を行っています。

中長期計画の内容、進捗管理方法について、教職員を中
心とする構成員に十分に説明し、理解の深化を図る。

学内諸会議（教授会、部長会、職員会議等）において
共有し、理解の深化を図っています。



基本原則 2.　公共性の確保

◎　遵守原則 

2-1

〇　重点事項　

2-1

●　実施項目2-1　

2-1-① C

2-1-② C

2-1-③ C

2-1-④ C

2-1-⑤ C

2-1-⑥ C

2-1-⑦ E

2-1-⑧ C

遵守原則2-1　遵守状況「遵守している」

達成目標、具体的な行動指針を教職員、学生及び社会
に発信し、共有する。

献学の理念、本学が目指す教育研究活動は教職員と共
有するとともに、社会へ発信しています。達成目標について
は事業計画に記載しています。

会員法人は、わが国の将来を担う多様な人材を育成するとともに、教育研究活動とそこから得られた成果を通じて社会や地
域に貢献し、その要請に応える必要がある。

会員法人は、建学の精神等に基づく多様な人材育成像を保持しつつ、時代や社会の変化を踏まえながら、教育
研究活動を通じて、広く社会に、また地域にとって有為な人材を育成する。

会員法人は、それぞれの会員法人が目指す人材育成（大学教育）を行うために、教育の質の向上や学習成
果の可視化等による教育の高度化に努め、不断の改善サイクルにより教育研究活動を向上させる。

学校法人及び当該学校法人が設置する大学等のミッショ
ン、ビジョンを踏まえ、学校法人及び大学、学部・学科、研
究科等の毎会計年度ごとの事業計画（以下「事業計画」
という）、達成目標や具体的な行動指針を明確にする。

献学の理念や本学のミッションを踏まえ、その使命を果たせる
よう、達成目標を含め事業計画を作成しています。

留学生の受入並びに派遣に係る諸施策について、受入留
学生の選抜方法、日本語教育プログラムの充実や日本人
学生とともに学ぶ機会の創出、派遣留学生の教育課程編
成・実施の方針等の観点から、アカデミックな意義付けを明
確にする。

国際性への使命を献学の理念に掲げる本学にとって、留学
生の受入・派遣に関するアカデミックな意義付けは明示的で
す。ELA、JLP、英語開講科目充実など、ともに学ぶ機会創
出にも努めています。

学校法人の中長期計画や事業計画、学部・学科、研究科
等の達成目標を実現するための経営資源（ヒト、モノ、カ
ネ）が、効率的な配分となり、著しく非効率的なものとなら
ないよう、経営資源の配分に係る基本方針を明確にする。

財務内容の改善について、中期計画・事業計画に明示して
います。

「学位授与の方針」、「教育課程編成・実施の方針」とカリ
キュラムとの整合性のチェック等を通じて、それぞれの方針の
実質化を図る。

学生の調査結果や委員会での認識・検討された課題改善
を図り、方針の実質化を図っています。

「入学者受け入れ方針」と入学者選抜の整合性のチェック
等を通じて、同方針の実質化を図る。

入試研究主任等による分析を共有し、アドミッションズポリ
シーと入試制度の整合性をチェックし、その実質化を図ってい
ます。

自己点検・認証評価、認証評価機関による評価結果やア
ンケート調査等を含むIR活動の成果を活用し、教育活動の
改善を行う。

　
IRオフィス主導のもと、アンケート調査結果等を活用し多角
的なデータ分析による教育改善を行っています。

リカレント教育の諸施策について、その方針、計画を明確化
する。

社会連携・社会貢献に関する方針を定め、地域との協力
関係の形成を通じた人材育成を目指しています。



基本原則 2.　公共性の確保

会員法人は、わが国の将来を担う多様な人材を育成するとともに、教育研究活動とそこから得られた成果を通じて社会や地
域に貢献し、その要請に応える必要がある。

◎　遵守原則

2-２

〇　重点事項

2-2

●　実施項目2-2　

2-2-① C

2-2-② C

2-2-③ C

2-2-④ C

2-2-⑤ C

2-2-⑥ C

遵守原則2-2　遵守状況「遵守している」

会員法人は、社会の要請を踏まえつつ、特色ある教育研究活動から得られた成果を踏まえ、社会の要請の変化
に対応して、現実の諸課題に対する解決方法を示し、社会に貢献する。

会員法人は、市民講座・ボランティア活動・地域課題解決等の地域連携プログラムを通じ、大学が社会・地域と
連携し、その発展に貢献していく活動を積極的に行う環境を整える。

社会・地域貢献に係る学内方針を検討し、策定する。 社会・地域連携に関する方針を策定しています。

社会・地域との連携を支援する体制または仕組みを整備す
る。

三鷹市と包括協定締結後、連携窓口を設置し、連携の実
質化を推進しています。

自治体等の行政機関や企業との対話、信頼関係の醸成に
努める。

三鷹市と包括協定締結後、連携窓口を設置し、連携の実
質化を推進しています。

組織的な各種ボランティア活動を展開するために必要となる
社会連携・地域貢献等に関する諸規程を整備する。

サービス・ラーニング・センター規程により、サービス（自発的
な社会貢献を目指すボランティア）活動を通した学びをリベ
ラルアーツ教育の一つの柱として育成することを規定していま
す。

公開講座や地域の課題解決に向けた地域連携プログラム
等を開設する。

公開講座の開講に加え、近隣の小中学生のキャンパス訪
問受け入れや出張講座などを実施しています。

社会・地域貢献に係る学内の自主的な取り組みを把握し、
全学的な取り組みとして展開する。

地域連携窓口担当を明確にし、社会・地域貢献に係る
個々の取り組みをとりまとめ、全学的な取り組みへの発展を
目指しています。



基本原則 3. 信頼性・透明性の確保

◎　遵守原則

3-1

〇　重点事項

3-1

●　実施項目3-1　

3-1-① C

3-1-② C

3-1-③ C

3-1-④ C

3-1-⑤ C

3-1-⑥ C

3-1-⑦ C

3-1-⑧ C

3-1-⑨ C

『私立大学の明日の発展のために-監事監査ガイドラインｰ
（私大連　監事会議）』を参考に、監事監査マニュアル、
監事監査調書や監事監査チェックリストの策定に努める。

監事を3名任命し、監査機能の充実、監事職務内容の共
有しています。また、教学監査ガイドラインが制定されていま
す。

会員法人は、私立大学の有する公共性に鑑み、健全な大学運営について、学生、保護者、教職員のみならず広く社会から
の信頼を得られるよう、説明責任を果たすとともに、透明性の確保に努める必要がある。

会員法人は、社会からの理解と信頼を確保するために、常に法令を遵守するとともに、多くのステークホルダーとの
良好な関係の構築を目指し、教育研究活動を通じ社会に貢献する。

会員法人は、会員法人におけるガバナンスを担保する理事会による理事の職務の執行監督機能の向上、監査
機能の向上及び監事機能の実質化のため、監事選任方法の工夫・改善、支援体制の整備等を図る。

『私立大学の明日の発展のために-監事監査ガイドラインｰ
（私大連　監事会議）』を参考に、監事監査基準（監
事監査規程）、監事監査計画や監査報告書を策定す
る。

監事監査規程が制定されています。また理事会で年度の
監査計画、教学監査報告が実施されています。

常勤・常任監事の登用、または常勤・常任監事がいる状況
と同様の監事監査が実施できるような監事監査支援体制
を整備する。

学内に監査室を設置し、監査室長が理事会・評議員会に
出席するとともに、監事との連携がとれる体制をとっていま
す。

監事が評議員会、理事会において、積極的に意見を陳述
することができる仕組みを構築する。また、経営に関する重
要な会議等についても出席し、積極的に意見を陳述するこ
とができる仕組みを構築する。

監事には理事会、評議員会に毎回出席し、積極的にご発
言いただく場となっています。

監事監査に必要な資料の提供、説明等、十分な情報提
供を行う。

監事から提示された教学監査テーマに基づき、学内関係部
署責任者が情報提供を行い、インタビューも実施していま
す。

監事間の連携の深化を図るべく、必要に応じて監事会を開
催する。

必要に応じ監事会が開催されるなど、監事間の連携は十
分に行われています。

監事と会計監査人、内部監査室等とが協議する場を設定
する。

年に1度、三者が協議する場を設けています。これに加え、
監事と会計監査人、監事と内部監査室、会計監査人と内
部監査室が協議する機会もあります。

監事に対する研修機会を提供し、その充実を図る。 文部科学省および私立大学連盟等の監事研修をご案内・
ご出席いただき、当該情報は理事会で共有されます。

監事の独立性を確保するために、その専門性を考慮しつ
つ、監事選任基準の明確化または監事指名委員会を設
置するなどの方法によって監事を選任する。

監事の選任については、寄附行為および選任方法に関す
る内規に沿って行われています。



基本原則 3. 信頼性・透明性の確保

会員法人は、私立大学の有する公共性に鑑み、健全な大学運営について、学生、保護者、教職員のみならず広く社会から
の信頼を得られるよう、説明責任を果たすとともに、透明性の確保に努める必要がある。

3-1-⑩ C

遵守原則3-1　遵守状況　「遵守している」

◎　遵守原則

3-２

〇　重点事項

３-2

●　実施項目3-2　

3-2-① C

3-2-② C

3-2-③ C

3-2-④ C

3-2-⑤ C

3-2-⑥ C

会員法人は、社会からの信頼を損なうことがないように、理事会による理事の職務の執行監督機能の実質化を
図るとともに、大学で起こり得る利益相反、研究活動に関わる不正行為等について、その防止のために必要とさ
れる制度整備を行い、実行する。

監事監査の継続性を担保すべく、監事の選任時期につい
て留意する。

監事の選任については、寄附行為および選任方法に関す
る内規に沿って行われ、監事機能の継続性が担保されるよ
う、選任時期についても留意しています。

会員法人は、ガバナンスを担保する内部チェック機能を高めるため、有効な内部統制体制の確立を図る。

法令等の遵守に係る基本方針・行動基準を定め、事業活
動等に関連した重要法令の内容を役職員に周知徹底す
る。

入職時・就任時に研修を行い、行動規範等について研修
を実施するとともに、事業活動に関連した重要法令の内容
に関する周知については、公文書の関連組織への配布によ
り行っています。

法令等遵守体制の実効性に重要な影響を得及ぼし得る
事項について、理事会及び監事に対して定期的に報告が
なされる体制を整備する。

当該事象発生時には、理事会にて理事・監事に報告され
る体制となっています。

学校法人に著しい損害を及ぼすおそれのある事象への対応
について、理事会その他の重要な会議等において、十分な
情報を踏まえたリスク分析を経た議論を展開する。

発注などにおいては、適正取引であるかどうか、金額によって
入札や相見積等により確認しています。また理事会や評議
員会での審議事項を事前確認する学内会議体において、
必要な資料等の確認を行い、理事会・評議員会で適切に
議論されるように準備しています。

理事等が、事業内容ごとに信用・ブランドの毀損その他のリ
スクを認識し、当該リスクの発生可能性及びリスク発生時の
損害の大きさを適性に評価する。

法人危機管理委員会において、予見されるリスクおよびその
対応について検討しています。危機発生時のマスコミ対応に
ついての研修も実施しています。

不正または誤謬等の行為が発生するリスクを減らすために、
各担当者の権限及び職責を明確にするなど、各担当者が
権限及び職責の範囲において適切に職務を遂行していく体
制を整備する。その際、職務を複数の者の間で適切に分担
または分離させることに留意する。

事務組織，事務分掌及び職務権限基準規程により職位
や役職等の権限を定め組織の効率的な運営および責任
体制を確立しています。

職務を特定の者に一身専属的に属させることにより、組織と
しての継続的な対応が困難となる、あるいは不正または誤
謬等が発生するといった事態が生じないよう、権限及び職
責の分担や職務分掌を明確に定める。

教学組織における職責や役職員の選出については、学則
および学部長等候補者推薦規程等により規定、事務につ
いては事務分掌及び職務権限規程により権限等が定めら
れています。



基本原則 3. 信頼性・透明性の確保

会員法人は、私立大学の有する公共性に鑑み、健全な大学運営について、学生、保護者、教職員のみならず広く社会から
の信頼を得られるよう、説明責任を果たすとともに、透明性の確保に努める必要がある。

3-2-⑦ C

3-2-⑧ C

3-2-⑨ C

3-2-⑩ C

3-2-⑪ C

3-2-⑫ C

遵守原則3-2遵守状況　「遵守している」

◎　遵守原則

3-3

〇　重点事項

３-3-1

●　実施項目3-3-1

3-3-1-① C

内部監査基準または内部監査ガイドライン等の内部監査
に関する諸規程を整備し、内部統制体制を確立する。 内部監査規程を制定しています。

内部監査室あるいはこれに相当する業務を担当する部署
等を設置するなど、内部チェック機能を高める。

内部監査室を設置し、監事・会計監査法人と連携してい
ます。

いつ、どのような情報を、誰に対して、どのように開示するかな
どを規定した情報公開基準またはガイドライン等の諸規程を
整備する。

IRデータ公開レベルの基本方針により、公開範囲を定めて
います。また法令に定める公表事項について迅速に公開す
るとともに、教育内容をわかりやすく伝わるよう努力していま
す。

相互牽制機能が働く有効な体制を整備し、監事、会計監
査人及び内部監査室等による三様監査体制を確立する。

年に1度、三者協議の場において意見交換がなされ、それ
ぞれの立場による監査情報も共有されています。

学校法人の財務状況に重要な影響を及ぼし得る事項につ
いて、財務担当理事と会計監査人との間で適切に情報を
共有する。

学校法人の財務状況に重要な影響を及ぼし得る事項につ
いて、財務理事、事務局長と会計監査人との間で適切に
情報を共有しています。

理事会その他の重要な会議等における意思決定及び個別
の職務執行において、法務担当及び外部専門家に対して
法令等遵守に関する事項を適時かつ適切に相談する体制
を構築するなど、法令等を遵守した意思決定及び職務執
行がなされることを確保する体制を整備する。

顧問弁護士への相談・研修実施など、法令遵守に関する
啓発および意思決定に際しての確認が行われています。

教職員等が違法または不適切な行為、情報開示内容に
関し真摯な疑念を伝えることができるよう、また、伝えられた
情報や疑念が客観的に検証され適切に活用されるよう、
（消費者庁の「交易通報者保護法を踏まえた内部通報
制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン」
（平成28年12月9日）等を参考にして）内部通報に係
る体制を整備する。

公益通報窓口を整備しています。

会員法人は、自らが行う教育研究活動に係る情報や、それを支える経営に係る情報について広く社会から理解
を得るため、様々な機会を通じて、積極的に情報を公開する。

会員法人は、広く社会に対して、継続的かつ時宜に適った情報公開を行うための制度整備をさらに進める。



基本原則 3. 信頼性・透明性の確保

会員法人は、私立大学の有する公共性に鑑み、健全な大学運営について、学生、保護者、教職員のみならず広く社会から
の信頼を得られるよう、説明責任を果たすとともに、透明性の確保に努める必要がある。

3-3-1-② C

3-3-1-③ C

3-3-1-④ C

3-3-1-⑤ C

3-3-1-⑥ C

3-3-1-⑦ C

〇　重点事項

３-3-2

●　実施項目3-3-2

3-3-2-① C

3-3-2-② C

3-3-2-③ C

3-3-2-④ C

3-3-2-⑤ C

公正かつ透明性の高い情報公開を行うため、開示すべき
情報が迅速かつ網羅的に収集され、法令等に則って適
時、正確に開示することのできる体制またはシステムを整備
する。

法令等の定める公表事項については、その定めに従って情
報を収集・作成し、公表を行っています。

法令に定められた財務書類等を適切に公開する。 財務書類等は適切に公開しています。

中長期計画、事業計画との連関に留意した事業報告書の
作成を通じてその進捗状況を公表する。

中期計画、事業計画に沿った事業報告書の作成により、
進捗状況が確認できるよう留意しています。

認証評価結果、外部評価結果及び設置計画履行状況
等調査結果等、学外からの評価結果等を公表する。 認証評価結果、外部評価結果を公表しています。

学校法人が相当割合を出資する事業会社に関する情報
を公開する。

当法人が相当割合を出資する事業会社であるICUサービ
スに関する情報は、決算報告書の賃借対照表注記にて公
表しています。

とくに収支の均衡状況、将来必要な事業に対する資金の
積み立て状況や資産と負債の状況について、学校法人の
信頼性、透明性及び継続性の観点から、理解容易性、明
瞭性に留意した情報を公表する。

財政に関する説明資料について、決算資料とは別に掲載し
ています。

公表した情報に関する外部からの意見を聴取し、反映でき
る体制を整備する。

ウェブサイトに関するお問い合わせ窓口を掲載し、意見を聴
取することが可能となっており、受け付けた内容により担当
部署が対応しています。

会員法人は、情報を公開するにあたり、幅広いステークホルダーの理解が得られるよう、その公開方法の工夫・改
善を図る。

公開する情報の包括性、体系性、継続性、一貫性及び更
新性に留意する。

公開する情報について、体系性、継続性、一貫性、更新
性に留意しています。

公開した情報へのアクセシビリティ及びユーザビリティの向上
を図る。

ウェブサイトにレスポンシブウェブデザインを採用し、多言語で
の情報提供に取り組んでいます。

情報の受け手にとっての理解容易性、明瞭性及び重要性
に留意し、グラフや図表を活用した資料等、幅広いステーク
ホルダーが理解しやすい手段によって情報を公開する。

動画の活用をはじめ、ステークホルダーに親しみやすく理解し
やすい情報公開を心がけています。

中長期計画並びに事業計画との連関に留意した評議員
会への事業の実績報告や事業報告書の作成を通じた経
営上の課題や成果の明確化、共有化により、経営改革を
推進する。

中期計画ならびに連関した事業計画および事業報告につ
いては、評議員会にて承認を受け、また法人運営における
課題についてもご意見をいただく場となっています。

https://www.icu.ac.jp/aboutsite/%E6%84%8F%E8%A6%8B%E5%8F%97%E4%BB%98%E3%82%A2%E3%83%89%E3%83%AC%E3%82%B9%E3%82%92%E5%85%AC%E8%A1%A8%E3%81%97%E3%80%81%E3%81%8A%E5%95%8F%E3%81%84%E5%90%88%E3%82%8F%E3%81%9B%E3%81%AB%E3%81%A4%E3%81%84%E3%81%A6%E5%9B%9E%E7%AD%94%E3%81%97%E3%81%A6%E3%81%84%E3%82%8B%E3%80%82
https://www.icu.ac.jp/aboutsite/%E6%84%8F%E8%A6%8B%E5%8F%97%E4%BB%98%E3%82%A2%E3%83%89%E3%83%AC%E3%82%B9%E3%82%92%E5%85%AC%E8%A1%A8%E3%81%97%E3%80%81%E3%81%8A%E5%95%8F%E3%81%84%E5%90%88%E3%82%8F%E3%81%9B%E3%81%AB%E3%81%A4%E3%81%84%E3%81%A6%E5%9B%9E%E7%AD%94%E3%81%97%E3%81%A6%E3%81%84%E3%82%8B%E3%80%82
https://www.icu.ac.jp/aboutsite/%E6%84%8F%E8%A6%8B%E5%8F%97%E4%BB%98%E3%82%A2%E3%83%89%E3%83%AC%E3%82%B9%E3%82%92%E5%85%AC%E8%A1%A8%E3%81%97%E3%80%81%E3%81%8A%E5%95%8F%E3%81%84%E5%90%88%E3%82%8F%E3%81%9B%E3%81%AB%E3%81%A4%E3%81%84%E3%81%A6%E5%9B%9E%E7%AD%94%E3%81%97%E3%81%A6%E3%81%84%E3%82%8B%E3%80%82


基本原則 3. 信頼性・透明性の確保

会員法人は、私立大学の有する公共性に鑑み、健全な大学運営について、学生、保護者、教職員のみならず広く社会から
の信頼を得られるよう、説明責任を果たすとともに、透明性の確保に努める必要がある。

3-3-2-⑥ C

遵守原則3-3遵守状況　「遵守している」

大学に特有の用語に関してはわかりやすい説明を付すな
ど、大学関係者以外の幅広いステークホルダーからの理解が
得られるよう工夫する。

学内用語について説明しつつ本学への理解が得られるよう
な情報発信に努めています。



基本原則 4. 継続性の確保

◎　遵守原則

4-1

〇　重点事項

4-1

●　実施項目4-1　

4-1-① C

4-1-② C

4-1-③ C

4-1-④ C

4-1-⑤ C

4-1-⑥ C

4-1-⑦ C

4-1-⑧ C

4-1-⑨ C

理事会及び監事が、理事長や特定の利害関係者から独
立して意見を述べられるか、モニタリングに必要な正しい情
報を適時、適切に得ているか、理事長、内部監査人等との
間で適時、適切に意思疎通が図られているか、理事会及
び監事による報告及び指摘事項が適切に取り扱われてい
るか、を定期的にチェックする。

理事会、監事や内部監査室はそれぞれの責務を適切に果
たしていると考えています。監査室長の理事会陪席により、
その有機的な連携やチェック機能を果たしていると認識して
います。

会員法人は、それぞれの建学の精神等の基本理念に基づき、その使命を果たすため、大学における教育研究活動の維持、継続並び
に発展に努める必要がある。

会員法人は、私立大学の教育研究活動の継続性を実現するため、大学運営に係る諸制度を実質的に機能
させ、自律的な発展に努める必要がある。

会員法人は、大学運営に係る諸制度によるガバナンス機能の向上のため、評議員会、理事会及び監事等の
機能の実質化を図る。

政策を策定、管理する責任者（理事長、常務理事、学
長をはじめとする理事等）の権限と責任を明確化する。

常務理事、学長、校長の職責については寄附行為細則
に、副学長、学部長等の職責は学則に、事務局長職責は
事務分掌規程に規定されています。

政策を策定、管理する責任者の選任、解任に係る手続き
等を明確化する。

寄附行為、寄附行為細則、学長選任、事務局長選任、
学部長等候補者推薦の各規程に規定されています。

政策を執行する責任者の権限と責任を明確化する。
常務理事、学長、校長の職責については寄附行為細則
に、副学長、学部長等の職責は学則に、事務局長職責は
事務分掌規程に規定されています。

理事会、監事及び評議員会等のガバナンス機関において、
機関内及び機関間の有効な相互牽制が働くような仕組み
を構築する。

私立学校法等関係法令に基づき、監事や評議員会の役
割・機能が適切に果たせるよう対応しており、相互牽制機
能が働いていると認識しています。

教学組織と法人組織の役割・権限・責任を明確化する。

教学組織と法人組織の役割や権限・責任は、法人組織は
寄附行為、寄附行為細則、教学組織については学則で規
定、事務は法人・教学両方を担いますが、事務分掌規程
に明記されています。

政策を策定、管理する責任者（常務理事等）が政策の
執行状況を確認できる仕組みをITの活用等により構築す
る。

政策策定者による執行状況の管理については、理事会や
大学運営会議にて報告がなされており、ITを活用して情報
共有しています。

経営情報を正確かつ迅速に教職員等に伝達するためのIT
環境を整備するなど、学校法人経営に係る当事者意識を
醸成する仕組みを構築する。

教職員向けの学内イントラネットを整備し、経営情報のを
含め、広く共有しています。また、理事による講演会や研修
等も実施しています。

理事会や常務理事会等の議決事項を明確化する。
大規模な発注案件に係る承認プロセスについて定められい
ます。また、理事会承認を必要とする事項については、該当
規程に規定されています。



基本原則 4. 継続性の確保

会員法人は、それぞれの建学の精神等の基本理念に基づき、その使命を果たすため、大学における教育研究活動の維持、継続並び
に発展に努める必要がある。

4-1-⑩ C

4-1-⑪ C

4-1-⑫ C

4-1-⑬ C

4-1-⑭ C

遵守原則4-1　遵守状況「遵守している」

◎　遵守原則

4-２

〇　重点事項

4-2-1

●　実施項目4-2-1　

4-2-1-① C

4-2-1-② C

4-2-1-③ C

学校法人内外の人材のバランスに考慮しつつ、理事及び評
議員等に外部人材（選任時に当該学校法人の役員、教
職員でないもの）を積極的に登用（理事、評議員につい
ては複数名）する。

2023年2月現在、理事は19名中10名（53％）、評議
員は52人中34名（65％）が外部人材です。引き続き外
部人材の活用に努めていきます。

理事会、評議員会の開催にあたり、資料を事前に送付す
るなど、十分な説明や資料を提供し、構成員からの意見を
引き出すための議事運営の仕組みを構築する。

理事会、評議員会資料を事前に送付しています。監事、
学外理事、評議員の方からも積極的にご意見をいただける
場となっています。

評議員の定数は学校法人の規模を踏まえた数とする。

寄附行為において44人～52人と定めており、現員は52
名。理事定員は15～22人（現員19名）となっており、理
事の2倍以上の評議員人数が必要なことから、適切な人
数であると判断しています。

外部人材に経営情報を正確かつ迅速に伝達し、運営の透
明性を確保するとともに、外部人材からの意見聴取の仕組
みを整備する。

外部人材を登用し、貴重なご意見をいただき、組織運営の
透明化にご貢献いただいています。

　理事、評議員及び監事に対する研修機会を提供し、その
充実を図る。

監事には、文科省や私大連の研修へご参加いただいていま
す。常務理事は私大連の職務別会議に参加するほか、必
要に応じ、理事会メンバーに対して研修実施を行っていま
す。評議員への研修機会については今後の検討課題であ
ると認識しています。

会員法人は、私立大学の教育研究活動の継続性を実現するため、財政基盤の安定化、経営基盤の強化に
努める。

会員法人は、私立大学の教育研究活動の継続性を確保するために、学生納付金以外の収入の多様化等に
よって、財政基盤の安定化及び強化を図る。

「寄附を受ける」から「寄附を募る」への転換を図り、寄附金
募集事業を推進するための体制を整備する。

ウェブサイトにご支援を考えてくださる方を対象としたページを
設け、募金担当部署により積極的に寄付金募集を推進す
る体制が整っています。

理事長、学長等のトップ層が寄附募集活動の重要性を認
識したうえで、業務としての寄附募集の位置づけを明確に
し、教職員の寄附募集に係る意識と理解の深化を図る。

理事長、学長による寄附の呼びかけを行うなど、寄附募集
の意識と理解の深化を図っています。

「大学のミッション、ビジョンの実現に向けた事業」「大学の将
来（機能別分化、個性化、多様化やグローバル化）に向
けた事業」や「スポーツ・文化振興、地域振興、社会貢献、
その他社会のニーズに合致した事業」等の目的を明確化し
たうえで、寄付者からの共感を得て寄附を募る。

目的を明確化した寄付募集を実施しています。



基本原則 4. 継続性の確保

会員法人は、それぞれの建学の精神等の基本理念に基づき、その使命を果たすため、大学における教育研究活動の維持、継続並び
に発展に努める必要がある。

4-2-1-④ C

4-2-1-⑤ E

4-2-1-⑥ E

4-2-1-⑦ C

〇　重点事項

4-2-2

●　実施項目4-2-1　

4-2-1-① C

4-2-1-② C

4-2-1-③ C

4-2-1-④ C

4-2-1-⑤ C

4-2-1-⑥ C

遵守原則4-2　遵守状況「遵守している」

補助金を含めた外部資金に係る情報収集、情報共有
（学内広報）、研究シーズや成果の情報公開（学外広
報）を推進するための体制を整備する。

研究者情報データベースを公開し、教員の研究成果、科
研費等取得状況等を公開しています。科研費等の応募に
ついては、研究戦略支援センターのポータルサイトにて案内
しています。

補助金を含めた外部資金獲得のための円滑な事業運営
や研究推進のための体制を整備する。

外部資金については、学内で情報共有の上、獲得に向け
て柔軟な対応が可能な体制をとっています。

社会・地域連携、産学官民連携、大学間連携や高大連
携を通じた外部機関との連携を推進するための体制を整備
する。

社会・地域連携、大学間連携、高大連携、産学等の連
携について、柔軟な体制により、主に教育分野にて推進し
ています。

リスクを考慮した資産の有効活用を行うための規程及び体
制を整備する。

財務理事に加え基金担当理事を配置し、基金委員会規
程を整備しています。

会員法人は、幅広いステークホルダーからの信頼性確保及び教育研究活動の継続性確保のために、危機管理
体制を拡充する。

管理運営上、不適切な事案が生じた際には、速やかな公
表と再発防止が図られる体制を整備する。

危機管理規則により、危機管理体制について規定していま
す。

危機の発生に備え、危機管理時の広報業務に係るマニュ
アル、緊急時の対応マニュアル等、危機発生時に必要とな
る各種マニュアルを整備し、教職員、学生等に広く周知す
る。

危機管理マニュアルを定め、危機発生時に必要となる対応
の担当部署を定めています。また、学生への災害発生時の
行動原則を学内ポータルに公開しています。

情報セキュリティ体制の適切性及び運用状況を検証する。
情報セキュリティ研修を定期的に実施するとともに、セキュリ
ティスコアボードを確認するなど、運用状況の検証を行ってい
ます。

危機の発生を未然に防止するためのシステム及び体制を整
備する。

法人危機管理委員会にて危機管理上の課題を共有して
います。また、内部監査室からの指摘により、危機管理体
制の向上に取り組んでいます。

危機が発生した場合、あらかじめ整備した緊急時対応マ
ニュアル等に基づき対応する。

危機管理規則、危機管理規程、危機管理マニュアルを基
本に、危機発生時には臨機応変に対応できる体制の整備
に努めています。

情報システムへのアクセス権限を厳格・適切に設定する。 学生情報システムへのアクセスを含め、厳格・適切に設定し
ています。
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